
３．財務諸表について 

 

 新会計基準では、社会福祉法人は、財務諸表(資金収支計算書、事業活動計算書、 

貸借対照表)、附属明細書、財産目録を作成することになります。 

 

 

財務諸表の種類 

 

第 1 号の 1 様式 → 資金収支計算書 

第 2 号の 1 様式 → 事業活動計算書                  法人全体を表示 

第 3 号の 1 様式 → 貸借対照表 

 

第 1 号の 2 様式 → 資金収支内訳表   （事業別） 

第 2 号の 2 様式 → 事業活動計算内訳  （事業別）            事業区分ごとに表示 

第 3 号の 2 様式 → 貸借対照表内訳表 （事業別） 

 

第 1 号の 3 様式 → ○○事業区分資金収支内訳表  （拠点区分別） 

第 2 号の 3 様式 → ○○事業区分事業活動計算内訳表（拠点区分別）    拠点区分ごとに表示 

第 3 号の 3 様式 → ○○事業区分貸借対照表内訳表 （拠点区分別） 

 

第 1 号の 4 様式 → ○○拠点区分資金収支計算書  

第 2 号の 4 様式 → ○○拠点区分事業活動計算書             拠点区分ごとにそれぞれ 

第 3 号の 4 様式 → ○○拠点区分貸借対照表               財務諸表を作成 

   

 

上記財務諸表に加えて、 

保育所については、各拠点区分で行うそれぞれの事業ごとの資金収支状況を把握する 

必要があるため、○拠点区分資金収支明細書（別紙 3 サービス区分別の附属明細書）を

作成することになります。このとき、○拠点区分事業活動明細書の作成は省略できます。 

 

 

 

 

 

 



財務諸表の作成を省略できる場合 

 

（1）事業区分が社会福祉事業のみの法人の場合、第 1 号の 2 様式、第 2 号の 2 様式、

第 3 号の 2 様式の作成を省略できます。 

（2）拠点区分が 1 つの法人の場合は、第 1 号の 2 様式、第 1 号の 3 様式、第 2 号の

2 様式、第 2 号の 3 様式、第 3 号の 2 様式、第 3 号の 3 様式の作成を省略でき

ます。 

 （3）拠点区分が 1 つの事業区分の場合は、第 1 号の 3 様式、第 2 号の 3 様式、第 3

号の 3 様式の作成を省略できます。 

（4）サービス区分が 1 つの拠点区分の場合は、拠点区分資金収支明細書、拠点区分

事業活動明細書の作成を省略できます。 

 

下記の図は、拠点区分が 1 つの法人の場合で（上記（2）の場合）、本部をサービス区

分とした場合に作成する財務諸表のイメージです。※印は作成不要です。 

 

 

             第 1 号の 1 様式 → 資金収支計算書 

第 2 号の 1 様式 → 事業活動計算書 

第 3 号の 1 様式 → 貸借対照表 

 

 

             第 1 号の 2 様式 → 資金収支内訳表   （事業別） 

第 2 号の 2 様式 → 事業活動計算内訳  （事業別）    ※ 

第 3 号の 2 様式 → 貸借対照表内訳表 （事業別） 

 

             第 1 号の 3 様式 → ○○事業区分資金収支内訳表 （拠点区分別） 

第 2 号の 3 様式 → ○○事業区分事業活動計算内訳表(拠点区分別） ※ 

第 3 号の 3 様式 → ○○事業区分貸借対照表内訳表（拠点区分別） 

 

第 1 号の 4 様式 → ○○拠点区分資金収支計算書 

第 2 号の 4 様式 → ○○拠点区分事業活動計算書 

第 3 号の 4 様式 → ○○拠点区分貸借対照表 

 

（附属明細書） 

             別紙 3 ○○拠点区分 資金収支明細書（サービス区分別） 

別紙 4 ○○拠点区分 事業活動明細書（サービス区分別）  ※ 
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